
(12) 特 許 協 力条 約 に基 づ いて公 開 され た 国際 出願

(19) 世 界 知 的 所 有 権 機 関

(10) 国 際 公 開番 号
(43) 国 際 公 開 曰

2013 年 6 月 13 日（13.06.2013) W O 2013/084641 A 1
W 画P O P C T

(51) 国際 特 許 分 類 ： (81) 指 定 国 （表 示 の な い 限 り、 全 て の 種 類 の 国 内保
G01N 25/18 (2006.01) 護 が 可 肯 ) : AE, AG, AL, AM, AO, AT, AU, AZ, BA,

BB, BG, BH, BN, BR, BW, BY, BZ, CA, CH, CL, CN,
(21) 国際 出願 番 号 ： PCT/JP20 12/078682 CO, CR, CU, CZ, DE, DK, DM, DO, DZ, EC, EE, EG, ES,

(22) 国際 出願 曰： 2012 年 月 6 曰（06. 11.2012) FI, GB, GD, GE, GH, GM, GT, HN, HR, HU, ID, IL, IN,
IS, KE, KG, KM, KN, KP, KR, KZ, LA, LC, LK, LR, LS,

(25) 国際 出願 の 言 語 ： 日本 語 LT, LU, LY, MA, MD, ME, MG, MK, MN, MW, MX,

(26) 国際 公 開 の 言 語 ： 日本 語 MY, ML, NA, NG, NI, NO, NZ, OM, PA, PE, PG, PH,
PL, PT, QA, RO, RS, RU, RW, SC, SD, SE, SG, SK, SL,

(30) 優 先 権 デ ー タ： SM, ST, SV, SY, TH, TJ, TM, TN, TR, TT, TZ, UA, UG,
特 願 201 1-269613 201 1 年 12 月 9 曰（09.12.201 1) JP US, UZ, VC, VN, ZA, ZM, ZW.

(71) 出 願 人 ：栗 田 工 業 株 式 会 社 （KURITA WATER I N (84) 指 定 国 （表 示 の な い 限 り、 全 て の 種 類 の 広 域 保
DUSTRIES LTD.) [JP/JP]; T 1640001 東 ¾ 者 中 里 区 護 が 可 肯巨）：ARIPO (BW, GH, GM, KE, LR, LS, MW,
中野 四丁 目 1 0 番 1 号 Tokyo (JP). ML, NA, RW, SD, SL, SZ, TZ, UG, ZM, ZW), ュ 一 ラ シ

ァ （AM, AZ, BY, KG, KZ, RU, TJ, TM), ョ一 ロ ッパ
(72) 発 明 者 ：岸 由子 (KISHI Yuko); 〒 1640001 東 京 都 (AL, AT, BE, BG, CH, CY, CZ, DE, DK, EE, ES, FI, FR,

中野 区 中野 四丁 目 1 0 番 1 号 栗 田 工 業株 式 会 GB, GR, HR, HU, IE, IS, ΓΓ , LT, LU, LV, MC, MK, MT,
社 内 Tokyo (JP). 森 信 太 郎 （MORI Shintaro); T NL, NO, PL, PT, RO, RS, SE, SI, SK, SM, TR), OAPI
1640001 東 京 都 中 野 区 中 野 四 丁 目 1 0 番 1 号 (BF, BJ, CF, CG, CI, CM, GA, GN, GQ, GW, ML, MR,
栗 田工 業株 式 会 社 内 Tokyo (JP). NE, SN, TD, TG).

(74) 代 理 人 ：小 笠 原 健 治 （OGASAWARA Kenji); 〒 添 付 公 開書 類 ：
1440035 東 京 都 大 田 区 南 蒲 田 三 丁 目 1 1 番 6 号
Tokyo (JP). 一 国際 調 査 報 告 （条 約 第 2 1条 (3))

(54) Title: SENSOR FOR DETECTING DEPOSIT AND DEPOSIT DETECTION DEVICE

(54) 発 明 の 名 称 ：付 着 物 検 出用 の セ ンサ ー 及 び付 着 物 検 出装 置

I Heating current
S Temperature signal

(57) Abstract: The present invention prevents the occurrence o f a time lag in deposit detection when a deposit deposited on a detec -
tion surface i s detected by a change in the temperature inside a metal tube caused by the passage o f an electric current through a
heating element. The outer surface of a metal tube (10) into which a heating element 、1 1) and a temperature detecting element (12)
are inserted and a filling material (13) with good heat conductivity i s filled so as to surround these elements i s covered with scale
(G), the surface o f the scale (G) i s used as a detection surface (Kl) which i s i n contact with deposit investigation water and on which
a deposit generated from the investigation water i s deposited. Since the detection surface (Kl) i s uneven due to scale particles and i s
more stable in terms of energy than the outer surface o f the metal tube, a deposit such as scale can be easily deposited evenly on the
detection surface (Kl). Consequently, the deposit can be detected by a sensor (1) having the detection surface (Kl) without causing
a time lag.

(57) 要 約 ：
[続 葉 有 ]



発 熱体への通電 によって生 じる金属管 内の温度 の変化 に よ リ、検 出面 に付着す る付着物 を検 出す る場
合 に - 付着 物の検 出 に タイム ラグ を生 じさせ な い よ うに した 。 発 熱体 1 1 と測 温体 1 2 とが挿 入 さ
れ 、 これ らを囲 む よ うに熱 良導性 の 充填 材 1 3 が 充填 され て い る金属 管 1 0 の外 面 をス ケー ル G で覆
い、 このスケー ル G の表面 を、付着物の調 査水 と接触 して、 この調査 水 に よる付着物 を付着 させ る検 出
面 K 1 と した。検 出面 K 1 は、ス ケール粒子 に よ って 凹凸が 生 じて い る とと もに、金属 管外 面 に比べ
て、エネルギー 的に安定 なため、 この検 出面 K 1 にはスケール等 の付着物がム ラ無 く付着 しやす い。 し
たが って、 この検 出面 K 1 を有す るセ ンサ 一 1 で、 タイム ラグ を生 じさせ る ことな く、付着物の検 出 を
す る ことがで きる。



明 細 書

発明の名称 ：付着物検出用のセンサー及び付着物検出装置

技術分野

[0001 ] この発明は、例えば冷却水系のような工業用水系、又は、紙パルプ製造プ

ロセスにおいて用いられる、スケール等の発生状況を検出するための、付着

物検出用のセンサ一及び付着物検出装置に関するものである。

背景技術

[0002] 例えば、工業用水系又は紙パルプ製造プロセスでは、使用される水の濃縮

等により、水中に溶解 している不純物が固体となって析出し、これが機器又

は配管の内面に付着 して固化することにより、この機器又は配管の内面にス

ケ一ルが発生する。また、工業用水系又は紙パルプ製造プロセスでは、水中

に存在する微生物等が機器又は配管の内面に付着 して増殖することにより、

又は、この増殖 したものが分離 して機器又は配管の内面に付着することによ

り、この機器又は配管の内面にスライムが発生する。

[0003] このようなスケール、スライム、又は、スケール及びスライム （以下付着

物という）の発生状況を連続的に検出可能なものには、例えば、特許文献 1

に記載される付着物検出装置がある。この付着物検出装置はセンサーと計測

ユニットとを有 している。センサ一は、発熱体と測温体とが揷入され、これ

らを囲むように熱良導性の充填材が充填されている金属管の外面を、水中の

付着物質を付着させる検出面としている。このセンサ一は、通電によって発

熱体に一定の熱量を発生させつつ、この発熱体により加熱された金属管内の

温度を測温体により計測 して、計測された温度の違いから、計測ュニッ卜に

、検出面への付着物の付着検出を行わせる。

先行技術文献

特許文献

[0004] 特許文献 1 ：特開 2 0 1 0 _ 1 0 1 8 4 0 号公報

発明の概要



発明が解決 しょうとする課題

[0005] しか しなが ら、 このような付着物検 出用のセ ンサ一は、検 出面が滑 らかな

金属管の外面か ら形成 されているので、検 出面 に付着物が付着 しづ らくな つ

ている。 このため、付着物 は、検 出面 に部分的に付着 した後、 その付着が全

体 に広が ってい くような形態で付着 し、付着物が検 出面 に均一に付着 してい

くという形態 をとらない。 したが って、 このような付着物検 出用のセ ンサ一

では、付着物の付着初期 においては、測温体が付着物 による温度上昇 を充分

に捉 えることがで きず、付着物の付着開始時 と付着物の検 出時 とにタイムラ

グが生 じて しまうという問題があ つた。

[0006] この発明は、以上の点に鑑み、発熱体への通電によって生 じる金属管 内の

温度の変化 によ り、検 出面 に付着する付着物 を検 出する場合 に、付着物の検

出にタイムラグを生 じさせない付着物検 出用のセ ンサ一及び このセ ンサ一を

備 えた付着物検 出装置 を提供することを目的 とする。

課題を解決するための手段

[0007] この発明の第 1 の発明は、外面が所定の表面粗度 を有する凹凸面 に形成 さ

れていて、 この外面が、付着物の調査水 と接触 して、 この調査水 による付着

物 を付着 させる検 出面 となる金属管 と、前記金属管 内に充填 される熱良導性

の充填材 と、前記金属管 内に前記充填材で囲まれるように揷入され、通電に

よって この金属管 内に一定の熱量 を発生させることによ り、 この金属管 内の

温度 を、前記検 出面への前記付着物の付着 によって変化 させる発熱体 と、前

記金属管 内に前記充填材で囲まれるように揷入され、 この金属管 内の温度 を

計測するとともに、計測 した温度の違いに基づいて、前記付着物の付着検 出

を行わせる測温体 とを有する、 ということである。

[0008] この発明では、外面が検 出面 とな った金属管が付着物 を調査する調査水中

に浸潰 された後、発熱体 に通電がなされて、発熱体 を一定の熱量で発熱 させ

、 この熱量 を検 出面外方 にほぼ均一に放 出する。 この結果、測温体は、例 え

ば、金属管の内面温度 T 0を計測することによ り、水温 + 水の伝熱境膜 による

温度上昇分 + 金属管の熱伝導 による温度上昇分 を計測する。 また、測温体は



、 温 度 τ 0の計 測 か ら所 定 時 間経 過 後 、 金 属 管 の 内面 温 度 τ ρを計 測 す る。 した

が って、 この発 明 で は、 水 の温 度 と水 の伝 熱 境 膜 に よ る温 度 上 昇 分 とが 一 定

の場 合 、 温 度 τ 0， τ ρ間 に、 温 度 差 （τ ρ— τ 0) が 生 じれ ば、 検 出面 に付 着 物

が付 着 した こ とを検 出 させ る こ とが で きる。

[0009] と こ ろで、 検 出面 が滑 らか な金 属 管 外 面 で あ る場 合 に は、 付 着 物 は、 付 着

しづ らい た め、 検 出面 に部 分 的 に付 着 した後 、 これ が全 体 に広 が って い くよ

うな形 態 で付 着 して い く。 この場 合 、 付 着 物 の熱 伝 導 率 は、 金 属 管 の それ よ

り小 さ い た め、 付 着 物 の付 着 当初 、 す な わ ち、 検 出面 に部 分 的 に付 着 物 が 生

じた状 態 に お い て は、 発 熱 体 か らの熱 は、 付 着 物 の な い金 属 管 の外 面 側 か ら

多 くが放 出 され る。 この た め、 測 温 体 は、 付 着 物 に よ る温 度 上 昇 を充 分 に計

測 で きな い。

[001 0] と こ ろが、 この発 明 で は、 検 出面 が所 定 の表 面 粗 度 を有 す る凹 凸面 で形 成

され て い るの で、 これ が滑 らか な金 属 管 外 面 で あ る場 合 に比 べ て、 検 出面 周

りの水 の流 れ 抵 抗 を大 き くで きる。 そ の結 果 、 この発 明 で は、 検 出面 周 りの

水 の流 速 を低 下 させ て、 検 出面 近 傍 の水 の粘 着 層 を厚 くで きる。 す な わ ち、

この発 明 で は、 検 出面 に対 して、 水 中 の付 着 物 質 が滞 留 して付 着 し易 い状 態

とな り、 検 出面 全 体 に付 着 物 を容 易 に付 着 させ る こ とが で きる。

[001 1] この発 明 の 第 2 の発 明 は、 金 属 管 と、 前 記 金 属 管 内 に充填 され る熱 良導 性

の 充填 材 と、 前 記 金 属 管 の外 面 を ス ケ ール で覆 い、 この ス ケ ール の表 面 が、

付 着 物 の調 査 水 と接 触 して、 この調 査 水 に よ る付 着 物 を付 着 させ る検 出面 と

な る ス ケ ール 被 覆 部 と、 前 記 金 属 管 内 に前 記 充填 材 で 囲 まれ る よ うに揷 入 さ

れ、 通 電 に よ って この金 属 管 内 に一 定 の熱 量 を発 生 させ る こ とに よ り、 この

金 属 管 内 の温 度 を、 前 記 検 出面 へ の前 記 付 着 物 の付 着 に よ って変 化 させ る発

熱 体 と、 前 記 金 属 管 内 に前 記 充填 材 で 囲 まれ る よ うに揷 入 され、 この検 出管

内 の温 度 を計 測 す る と とも に、 計 測 した温 度 の違 い に基 づ い て、 前 記 付 着 物

の付 着 検 出 を行 わ せ る測 温 体 とを有 す る、 とい う こ とで あ る。

[001 2] この発 明 で は、 検 出面 が、 ス ケ ール 粒 子 に よ って 凹 凸 が 生 じて い る ス ケ 一

ル の表 面 に よ つて形 成 され て い るの で、 これ が滑 らか な金 属 管 の外 面 で あ る



場合に比べて、検出面周 りの水の流れ抵抗を大きくでき、水中の付着物質が

滞留 して検出面に付着 し易い状態を作ることができる。このため、付着物は

、付着当初から検出面の全面に容易に付着する。また、この発明では、スケ

—ルの表面を検出面としているので、水中のスケール物質を、金属管外面に

比べてエネルギー的に安定なスケールの表面、すなわち、この検出面に容易

に付着させることができる。このため、この発明では、スケールを検出面に

早期に付着させることができる。

[001 3] この発明の第 3 の発明は、第 2 の発明の場合において、前記スケールの成

分は、炭酸カルシウム、塩基性炭酸亜鉛、硫酸カルシウム、亜硫酸カルシゥ

厶、硫酸バ リウム、硫酸アルミニウム、 リン酸カルシウム、 リン酸亜鉛、ケ

ィ酸カルシウム、ケィ酸マグネシウム、シユウ酸カルシウム、水酸化マグネ

シゥ厶、又は水酸化亜鉛のうちの何れか、又は、これらのうちの少なくとも

2 つが混合されたものである、ということである。

[0014] この発明の第 4 の発明は、発熱体と測温体とが揷入され、これらを囲むよ

うに熱良導性の充填材が充填されている金属管の外面をスケールで覆い、こ

のスケールの表面を、付着物の調査水と接触 して、この調査水による付着物

を付着させる検出面としているセンサ一と、前記センサ一の発熱体への通電

量を制御 して、この発熱体に一定の熱量を発生させることにより、前記セン

サ一の金属管内の温度を、前記センサ一の検出面への前記付着物の付着によ

つて変化させる通電量制御手段と、前記センサ一の測温体により計測された

前記センサーの金属管内の温度の違いに基づいて、前記付着物の付着検出を

行う付着物検出手段とを備えた、ということである。

[001 5] この発明の第 5 の発明は、第 4 の発明の場合において、前記通電量制御手

段は、第 1 の時間帯では電流値を所定の大きさとするが、これに続 く第 2 の

時間帯では電流値をゼ口又はゼロに近い値とすることを、連続的に繰 り返す

ように、前記センサ一の前記発熱体への通電量を制御する、ということであ

る。

[001 6] この発明では、発熱体への通電電流値がゼロ又はゼロに近い値 （第 2 の時



間帯）の場合に、測温体は、調査水の温度を測定することができる。

発明の効果

[001 7] この発明の第 1 の発明では、検出面を所定の表面粗度を有する凹凸面から

形成 しているので、この検出面の全面にスケール、スライム、又は、スケ一

ル及びスライムと言つた付着物が付着 しゃすい状態となり、実機における付

着物の付着時とタイムラグなく、付着物の付着検出を行わせることができる

[001 8] この発明の第 2 、第 3 、又は第 4 の発明では、検出面を、スケール粒子に

よって凹凸が生 じているスケールの表面によって形成 しているので、この検

出面の全面にスケール、スライム、又は、スケール及びスライムと言った付

着物が付着 しゃすい状態となり、実機における付着物の付着時とタイムラグ

なく付着物の付着検出を行い、又は、行わせることができる。また、これら

の発明では、スケールの表面が検出面となっているので、調査水中のスケ一

ル物質も、実機の場合に比べて、検出面に付着 し易 く、実機においてスケ一

ルが付着する前に、スケールの付着検出を行い、又は、行わせることができ

る。

[001 9] この発明の第 5 の発明では、測温体で付着物の調査水の温度も測定できる

ので、付着物検出装置の構成が単純化され、その分、付着物の検出を容易に

行うことができる。

図面の簡単な説明

[0020] [ 図1] 図 1 はセンサーの断面図である。

[ 図2] 図 2 はセンサ一の金属管外面に、スケール被覆部を形成する場合の説明

図である。

[ 図3] 図 3 はスケール発生水がスケールを発生させる場合に、スケール付着速

度が時間によって変化する状態を示すグラフである。

[ 図4 ] 図 4 はセンサ一を用いて調査水によるスケールの発生を検出 している状

態を示す図である。

[ 図5] 図 5 はセンサーに供給される加熱電流の電流値の変化と、加熱電流に対



応 した検出部内の温度の変化とを示すグラフである。

[図6] 図 6 は検出部の断面周りの温度を説明する図であり、 （a ) はスケール

の付着前の状態を示 し、 （b ) はスケールの付着後の状態を示す。

[図7] 図 7 はスケールの発生による検出部内の温度上昇の変化を示すグラフで

ある。

[図8] 図 8 は冷却塔内における、冷却水によるスケールの発生を、センサ一を

用いて検出している状態を示す図である。

発明を実施するための形態
[0021 ] 以下、この発明の好適な実施の形態を図面を参照 しつつ説明する。

図 1 は、この発明の一実施の形態に係る付着物検出用のセンサ一を示 して

いる。

[0022] センサ一 1 は、図 1 で示されるように、一端側が閉じた金属管 1 0 と、金

属管 1 0 内に挿入されている発熱体 1 1 及び測温体 1 2 と、発熱体 1 1 と測

温体 1 2 とを囲むように金属管 1 0 内に充填されている充填材 1 3 と、金属

管 1 0 の開口端部 1 0 a 側を閉じるように、この金属管 1 0 と一体化され、

この金属管 1 0 の支持部となるように、金属管 1 0 より充分に大径に形成さ

れた樹脂部 1 4 と、樹脂部 1 4 から突出する金属管 1 0 の突出部 1 O b の外

面全体を、所定のスケール成分からなるスケール （以下被覆スケールG とい

う）で覆っているスケール被覆部 1 5 とから構成されている。

[0023] なお、付着物の検出部 K は、金属管 1 0 の突出部 1 O b と、この突出部 1

O b 内の発熱体 1 1、測温体 1 2 、及び充填材 1 3 と、スケール被覆部 1 5

とから構成される。

[0024] このセンサ一 1 は、付着物 （説明を分かり易くするために、以下付着物を

スケールと記載する）の発生を調査する水 （以下調査水W 0 という）中に検

出部 K を浸潰 して、検出部 K の外面 （以下検出面 K 1 という）に、スケール

が付着 したか否かを検出させるものである。すなわち、このセンサ一 1 は、

発熱体 1 1 に一定の熱量を発生させつつ、発熱体 1 1 により加熱された検出

部 K 内の温度を測温体 1 2 により計測 して、計測された温度の違いに基づい



て、検出制御ユニット2 (後述）に、検出面 K 1へのスケールの付着検出を

行わせる。

[0025] 金属管 1 0 は、一端側が半球面状に閉 じられていて、真鍮、ステンレス等

の耐食性金属によって、外面が滑らかになるように形成されている。この金

属管 1 0 のサイズは、例えば、直径 Dが 3 m m、肉厚が、 0 . 1 m m、突出

部 1 0 b の長さL が、 1 8 m m となっている。

[0026] 発熱体 1 1 は、通電によって発熱 し、所定量の熱流束を、検出部 K全体に

与える。この発熱体 1 1 には、絶縁基板上に白金薄膜を形成 したものが使用

されるが、具体的には、直径 1 . 7 m m、長さ4 . O m mの大きさで、 1 2

0 Ω の抵抗値を有する金属被膜抵抗が使用されている。この発熱体 1 1 は、

中心線が金属管 1 0 の中心軸と重なるように、金属管 1 0 の中央位置に位置

決めされていて、検出面 K 側に向かってほぼ均一な熱流束を発生させる。

この発熱体 1 1 は、金属管 1 0 を介 して 3 本のリー ド線 1 1 a ， 1 1 b ， 1

c と接続されおり、このリー ド線 1 1 a ， 1 1 b ， 1 1 c と金属管 1 0 を

通 して、加熱電流 I の供給を受ける。

[0027] 測温体 1 2 は、検出部 K の内部温度、できれば、金属管 1 0 の内面温度を

計測する。この測温体 1 2 には熱電対が使用されている。この測温体 1 2 は

、金属管 1 0 の内面に接するように位置決めされている。この測温体 1 2 は

、 2 本のリー ド線 1 2 a ， 1 2 b と接続され、外部に温度信号 S を伝達する

[0028] 充填材 1 3 は、金属管 1 0 内の温度をほぼ均一にするために使用される。

この充填材 1 3 には、熱良導性と電気絶縁性とを有 した、例えば、平均粒径

1 0 0 mの酸化マグネシウム （マグネシア）粉が用いられる。また、樹脂

部 1 4 は、断熱性と電気絶縁性を有するエポキシ樹脂から形成されている。

[0029] スケール被覆部 1 5 は、検出するスケール （以下付着スケール F という）

のスケール成分と同種のスケール成分からなる被覆スケールGから形成され

ているのが好ましい。この実施の形態では、被覆スケールGのスケール成分

には、付着スケール F のスケール成分と同 じ炭酸カルシウムが用いられてい



る。

[0030] ここで、被覆スケールG は、例えば、炭酸カルシウム、塩基性炭酸亜鉛、

硫酸カルシウム、亜硫酸カルシウム、硫酸バリウム、硫酸アルミニウム、 リ

ン酸カルシウム、 リン酸亜鉛、ケィ酸カルシウム、ケィ酸マグネシウム、シ

ユウ酸カルシウム、水酸化マグネシウム、又は水酸化亜鉛のうちの何れか、

又は、これらのうちの少なくとも 2 つのものを混合 したスケール成分から形

成される。

[0031 ] この場合、被覆スケールG のスケール成分は、これを実機中の使用水によ

つて生じる付着スケール F のスケール成分にできるだけ近づけることが好ま

しい。理由は、スケールの付着が容易になって、より早くスケールの付着を

検出することができるからである。被覆スケールG のスケ一ル成分を付着ス

ケ一ル F のスケール成分に近づける例として、これらのスケール成分が同種

であることが考えられる。スケール成分の同種の例として、炭酸カルシウム

、塩基性炭酸亜鉛といった炭酸塩系のもの、硫酸カルシウム、亜硫酸カルシ

ゥ厶、硫酸バリゥ厶、硫酸アルミニゥ厶といつた硫酸塩系のもの、 リン酸カ

ルシゥ厶、 リン酸亜鉛といったリン酸塩系のもの、ケィ酸カルシウム、ケィ

酸マグネシゥ厶といつたケィ酸塩系のもの、シユウ酸カルシゥ厶といったシ

ュゥ酸塩系のもの、水酸化マグネシゥ厶、水酸化亜鉛といつた水酸化物系の

ものがある。

[0032] また、付着スケール F のスケール成分が、炭酸塩系のスケール成分、硫酸

塩系のスケール成分、 リン酸塩系のスケール成分、ケィ酸塩系のスケール成

分、シユウ酸塩系のスケール成分、水酸化物系のスケール成分、又はリン酸

系のスケール成分の内，少なくとも何れか 2 つの系内のスケール成分を混合

したものである場合、被覆スケールG を、例えば、付着スケール F のスケ一

ル成分のうち主要な 2 つ又は 3 つのスケール成分を含んだものから形成 して

もよい。この場合でも、被覆スケールG のスケール成分は、付着スケール F

のスケール成分と同種といえる。

[0033] つぎに、金属管 1 0 の突出部 1 O b の外面に、被覆スケールG によるスケ



—ル被覆部 1 5 を形成する方法を説明する。図 2 は、金属管 1 0 の突出部 1

0 b の外面にスケール被覆部 1 5 を形成するためのスケール形成設備 A を示

している。

[0034] スケール形成設備 A は、図 2 で示されるように、スケールを発生させるス

ケ一ル発生水W 1 で満たされ、下端が閉 じた、容量 1 L ( リツタ一）の円筒

状の容器 1 0 0 と、スケール発生水W で満たされた容器 1 0 0 が載置され

、撹拌子 1 1 1 を用いて、スケール発生水W 1 を磁力により撹拌するスター

ラ一 1 1 0 と、容器 1 0 0 中のスケール発生水W 1 を一定温度 （例えば3 0

°C ) に保つ恒温槽 1 2 0 と、容器 1 0 0 中に硬度成分 （カルシウム）を補給

するカルシウム硬度成分補給機 1 3 0 と、容器 1 0 0 中にMアルカリ度成分

(炭酸水素塩）とマレイン酸ポリマーとを補給するMアル力リ度成分等補給

機 1 4 0 と、容器 1 0 0 中のスケール発生水W をオーバ一フローさせる才

—バ一フロー管 1 5 0 とから構成されている。なお、カルシウム硬度成分補

給機 1 3 0 は、ポンプ 1 3 1 と、配管 1 3 2 と、塩化カルシウム水溶液が満

たされた容器 1 3 3 とを有 している。また、Mアルカリ度成分等補給機 1 4

0 は、ポンプ 1 4 1 と、配管 1 4 2 と、炭酸水素ナ 卜リゥ厶水溶液中にマレ

ィン酸ポリマ一が加えられた液で満たされた容器 1 4 3 とを有 している。

[0035] スケール発生水W 1 は、蒸留水に、カルシウム硬度成分をC a C 0 3換算で

5 0 0 m g / L 、Mアルカリ度成分をC a C 0 3換算で 5 0 0 m g / し 及び

、マレイン酸ポリマ一を 5 m g / L (固形分濃度）だけ溶解させたものであ

り、炭酸カルシウム成分のスケールを生 じさせるスケール物質を充分に有 し

ている。なお、マレイン酸ポリマ一は、スケール発生前に、固形の炭酸カル

シゥ厶が生成 して水中で沈殿するのを防止する反応抑制剤である。

[0036] スターラ一 1 1 0 は、容器 1 0 0 中のスケール発生水W 1 を撹拌子 1 1 1

を用いて撹拌 し、このスケール発生水W 1 中のカルシウム硬度成分と、Mァ

ルカリ度成分と、マレイン酸ポリマーの各濃度を一定にする働きを有する。

なお、このスターラ一 1 1 0 は、センサ一 1 によりスケールの検出を行う場

合に、スケール発生水W 1 中に浸潰された検出部 K周りの水の流速を一定に



して、水の伝熱境膜による温度上昇 （後述）を一定にする働きも有 している

[0037] カルシウム硬度成分補給機 1 3 0 とMアルカリ度成分等補給機 1 4 0 とは

、スケールの発生と才一バ一フ口一によって不足する、スケール発生水W 1

中のカルシウム硬度成分とMアル力リ度成分とマレイン酸ポリマ一とを補給

する。これらによる、カルシウム硬度成分等の供給量は、容器 1 0 0 内にお

けるカルシゥ厶硬度成分等の滞留時間が例えば 2 0 0 分となる程度であり、

微量である。カルシウム硬度成分等の水溶液は、容器 1 0 0 の才一バ一フ口

—管 1 5 0 から、ほぼ供給量だけオーバ一フローされる。

[0038] 図 3 は、スケール発生水W 1 によるスケールの付着速度 （m c m、詳細に

は、m g / c m2/ m o n t h ) が、時間の経過とともに、どのように変化す

るかを示 している。スケールの付着速度は、容器 1 0 0 内のスケール発生水

W 1 中にステンレス （S U S 3 0 4 ) 製のテス 卜ピースを浸漬 し、これを一

定時間毎に取り出して重量を測定することにより算出される。この図では、

スケールの付着速度がほぼ直線的に増加 しているので、スケール発生水W

は、充分にスケールを発生させることができると考えられる。

[0039] スケール被覆部 1 5 は、検出部 K となる金属管 1 0 の突出部 1 O b を、容

器 1 0 0 内のスケール発生水W 1 中に、例えば4 8 時間だけ浸漬 して、この

突出部 1 O b 外面に、スケール発生水W 1 中のスケール物質を付着させるこ

とにより形成される。このスケール被覆部 1 5 は、金属管 1 0 の突出部 1 0

b の外面全体に、炭酸カルシウム成分からなる被覆スケールGがほぼ等厚に

付着 して形成されている。

[0040] つぎに、センサ一 1 を用いてスケールを検出する場合の具体例について説

明する。

図4 は、スケール形成設備 A 中のスケール発生水W 1 によるスケールの発

生を、センサ一 1 を備えた付着物検出装置 B で検出している状態を示 してい

る。なお、付着物検出装置 Bやセンサ一 1 にとつて、スケール発生水W 1 は

、スケールの発生を調査する調査水W 0 とも言えるので、以降このスケール



発生水W 1 を調査水w o と称する。

[0041 ] 付着物検出装置 B は、センサ一 1 と、検出制御ユニ ッ ト2 と、電源 3 とを

有 している。

検出制御ユニ ッ ト2 は、中央演算処理装置 （C P U ) や、 R A M、 R O M

といったメモ リ一、及び入出力ィンタ一フェース等を備えたコンピュータで

あ り、 プログラムに従 って動作する。 この検出制御ユニ ッ ト2 は、 プロダラ

厶に従 って動作すC P U の機能 と して、通電量制御手段 2 0 と付着物検出手

段 2 とを有 している。

[0042] 通電量制御手段 2 0 は、電源 3 か らセンサ一 1 に与え られる加熱電流 I が

、図 5 で示されるような方形波電流 となるように、電源 3 を制御する。すな

わち、通電量制御手段 2 0 は、センサ一 1 の発熱体 1 1 に与える電流値 を、

第 1 の時間帯 t では、所定の大 きさ I 0とするが、第 1 の時間帯 t に続 く

第 2 の時間帯 t 2 では、ゼロとすることを、連続的に繰 り返すように、電源

3 を制御する。 また、通電量制御手段 2 0 は、第 1 の時間帯 t と第 2 の時

間帯 t 2 の各終 了タイミングを付着物検出手段 2 に知 らせる機能も有 して

いる。

[0043] ここで、図 5 の上部側のグラフで示されるように、センサ一 1 の発熱体 1

1 に、第 1 の時間帯 t の間、大 きさ I 0の一定電流が流されると、発熱体 1

1 は、所定熱量だけ発熱 して、センサ一 1 の検出部 K 内か ら検出面 K 1 に向

かって、ほぼ均一な熱流束を生 じさせる。 この熱流束は、例えば、図 6 の （

a ) で示されるように、検出面 K 1 にスケールが付着 していない場合、検出

部 K 内に、金属管壁による温度上昇 ∆ Τ と、被覆スケール G による温度上昇

∆ Τ 2と、調査水W 0 の流れ等に起因する水の伝熱境膜 よる温度上昇 ∆ Τ 3とを

生 じさせる。すなわち、センサ一 1 の測温体 1 2 は、 これ らの温度上昇の合

計 （厶ん + 厶丁；+ 厶丁》 に調査水W 0 の水温 T W 0を加えた温度 Τ 0を計測す

る。

[0044] つづいて、図 5 の上部側のグラフで示されるように、センサ一 1 の発熱体

1 1 への電流を第 2 の時間帯 t 2 の間、ゼロにすると、発熱体 1 1 は熱を発



せないので、検出部 κ 内からの熱流束は消滅する。このことにより、センサ

— 1の金属管 1 0 内の温度は、しだいに下降して、調査水W Oの水温T W 0と

同じ温度に近づき、測温体 1 2 は最終的に調査水W Oの水温T W 0を計測する

すなわち、 となり、

Ύ@- Ύ @= Α Ύ + Α Ύ 2+ Α Ύ 3 ( 1 )

となって、上記 （1 ) 式により、T 0_ T W 0を算出することができる。

[0045] なお、図 5 の下部側のグラフは、発熱体 1 1が発熱している場合と発熱し

ていない場合の検出部 K内の温度変化を示している。このグラフは、測温体

2 で計測された温度が、求めようとする物 （例えば調査水W O) の温度に

なるまでには、一定の時間が必要となることを示している。

[0046] —方、検出面 K 1 にスケールが付着している場合、測温体 1 2 は、図6 の

( b ) で示されるように、発熱体 1 1の発熱により、前述の温度上昇 （∆ Τ

+ ∆ Τ 2+ ∆ Τ 3) に、付着スケールによる温度上昇∆ Τ 4と、調査水W Oの温度

T WPとを加えた温度 Τ ρを計測する。この場合、調査水W Oの伝熱境膜よる温

度上昇 （∆ Τ 3) は、スターラ一 1 1 0 の作用により一定値となる。つづいて

、電流がゼロとなって、発熱体 1 1が発熱しないと、測温体 1 2 は、調査水

W Oの温度T WPを計測する。

すなわち、 となり、

Τ Ρ- Τ Ρ= ∆ Τ 1+ ∆ Τ 2+ ∆ Τ 3+ ∆ Τ 4 ( 2 )

となって、上記 （2 ) 式により、T P_ T WPを算出することができる。

[0047] したがって、スケール付着による温度上昇∆ Τ 4は、 （2 ) 式— （1 ) 式に

より、

∆ Τ 4= ( T P- T WP) - ( T 「 T W 0)

= T P—T 「 （T WP—T W 0) ( 3 )

となる。この場合、調査水W Oの温度が一定であれば、温度上昇∆ Τ 4は、

∆ Τ 4= Τ Ρ- Τ ( 4 )

となる。



[0048] 付着物検出手段 2 1 は、センサ一 1 か らの温度信号 S に基づいて、センサ

- の検出面 K にスケールが付着 したか否かを演算 して検出する。 この付

着物検出手段 2 は、センサ一 1 の検出面 K に付着スケール F がない場合

の、検出部 K 内の温度 T 0とその時の調査水W 0 の温度 T W 0とを記憶 している

。そ して、 この付着物検出手段 2 1 は、 この温度 T 0， T W 0と、次に一定時間

毎 に測定 した検出部 K 内の温度 Τ π ( n = 1 ， 2 ， 3 ， ) と調査水W Oの

温度 T W n ( n = , , 3 ， ) とか ら、 （3 ) 式を用いて、スケールに

よる温度上昇 ∆ Τ 4を算出する。

[0049] この付着物検出装置 Β では、通電量制御手段 2 0 は、例えば、第 1 の時間

帯 t 1 を 6 0 秒、第 2 の時間帯 t 2 を 6 0 秒、第 1 の時間帯 t 1 における電

流の大 きさ I 0を4 O m A となるように電源 3 を制御 し、付着物検出手段 2 1

は、 （3 ) 式又は （4 ) 式に基づいて、付着スケール F による温度上昇 ∆ Τ 4

を一定時間毎 に算出する。図 7 のグラフ a は、検出部 K 内の温度上昇、すな

わち、付着スケール F による温度上昇 ∆ Τ 4を示 している。 また、図 7 のダラ

フ b は、金属管 1 0 の外面にスケール被覆部 1 5 を有 しない従来のセンサ一

を使用 した場合の、同様な検出部内の温度上昇を示 している。

[0050] 金属管の外面を検出面 と した従来のセンサ一では、図 7 のグラフ b か ら明

らかなように、時間が経過 しても、検出部内に大 きな温度上昇は生 じていな

し、。 この場合、スケールは、センサ一の検出面が滑 らかな金属管外面である

ため、検出面に付着 しづ らく、 この検出面に部分的に付着 しつつ、 これが全

体に広がってい くような形態で付着 してい く。 また、付着物の熱伝導率は、

一般的に、検出面を形成する金属管のそれより小さいため、スケールの付着

当初、すなわち、検出面に部分的にスケールが生 じた状態においては、発熱

体か らの熱は、スケールのない金属面側か ら多 くが放出される。 このため、

スケールの付着当初においては、測温体は、スケールによる検出部内の温度

上昇を充分に捉えることができない。

[0051 ] —方、スケール被覆部 1 5 の外面を検出面 K 1 と したセンサ一 1 では、検

出部 K 内の温度は、図 7 のグラフ a か ら明 らかなように、温度の計測開始直



後から上昇し始め、 1 4 時間経過後には、約 0 . 2 °Cだけ上昇している。こ

のことは、温度の計測開始直後から、スケールが、センサ一 1の検出面 K 1

の全面に付着し始めていることを示している。

[0052] すなわち、このセンサ一 1は、付着物の検出面 K 1が、スケール粒子によ

り凹凸生じている被覆スケールGの表面によって形成されているので、これ

が滑らかな金属管外面である場合に比べて、検出面 K 1周りの水の流れ抵抗

を大きくできる。その結果、このセンサ一 1は、検出面 K 1周りの水の流速

を低下させ、検出面 K 1近傍の水の粘着層を厚くすることができる。すなわ

ち、このセンサ一 1は、検出面 K 1 に対して、水中のスケール物質が滞留し

て付着し易い状態を作り、検出面 K 全体にスケールを容易に付着させる。

このことは、調査水W O中の微生物等によって生じるスライムについても同

様のことが言える。したがって、このセンサ一 1は、スケール、スライム、

又は、スケール及びスライムと言った付着物を、付着当初から検出面 K 1の

全面に付着させることができ、検出制御ユニット2 に、実機における付着物

の付着時とタイムラグなく、付着物の付着検出を行わせることができる。

[0053] また、このセンサ一 1は、被覆スケールGの表面を検出面 K 1 としている

ので、調査水W O中のスケール物質を、金属管外面に比べて、エネルギー的

に安定な被覆スケールC上、すなわち、検出面 K 1上に容易に付着させる。

このため、このセンサ一 1は、調査水W O中のスケール物質を、実機の場合

に比べて、検出面 K 1 に付着させ易く、検出制御ユニット2 に、実機におい

てスケールが付着する前に、スケールの付着検出を行わせることができる。

[0054] この場合、このセンサ一 1は、被覆スケールGのスケール成分を、付着ス

ケ一ル F のスケール成分と同じものとしているので、スケールが検出面 K

により付着し易くなり、検出制御ユニット2 に、より早くスケールの付着検

出を行わせることができる。

[0055] さらに、このセンサ一 1 を備えた付着物検出装置 Bは、第 1の時間帯 t 1

では電流値を所定の大きさ しとするが、これに続く第 2 の時間帯 t 2 では電

流値をゼロとすることを、連続的に繰り返すように、センサ一 1の発熱体 1



1 への通電量を制御する通電量制御手段 2 0 を有 している。このため、この

付着物検出装置 B は、発熱体 1 1への通電電流値をゼロにした場合 （第 2 の

時間帯 t 2 中）に、センサ一 1 の測温体 1 2 により、調査水W Oの温度を測

定できる。 したがって、この付着物検出装置 B は、装置の簡単化を図ること

ができ、このことにより、付着物の検出の容易化を図ることができる。

[0056] ここで、センサ一 1 は、検出部 K にスケール被覆部 1 5 を有さず、検出面

K となる金属管 1 0 の突出部 1 O b の外面が、所定の表面粗度を有する凹

凸面で形成されていてもよい。このセンサ一 1 は、検出部 K の外面が滑らか

な金属管の外面である場合に比べて、検出面 K 周りの水の流れ抵抗を大き

くできるので、この検出面 K 1周 りの水の流速を低下させ、検出面 K 1 に対

して、水中の付着物質が滞留 して付着 し易い状態を作ることができる。この

ため、このセンサ一 1 は、スケール、スライム、又は、スケール及びスライ

厶と言った付着物を、付着当初から検出面 K の全面に付着させることがで

き、検出制御ユニット2 に、実機における付着物の付着時とタイムラグなく

、付着物の付着検出を行わせることができる。この場合の金属管 1 0 の外面

の表面粗度は、例えば、被覆スケールGの表面粗度と同様のものとするか、

又は、配管等の内面で表面粗度が大きいと考えられる、錶物管の内面粗度と

同様のものとすればよい。

[0057] また、このセンサ一 1 は、被覆スケールGのスケール成分が、付着スケ一

ル F のスケール成分と同一となっているが、これを、付着スケール F のスケ

—ル成分と同種のものとしてもよい。このセンサ一 1 は、被覆スケールGの

スケール成分が、付着スケール F のスケール成分と同種でない場合に比べて

、検出面 K 1 にスケールを付着させ易いので、検出制御ユニット2 に、より

早 くスケールの付着を検出させることができる。

[0058] さらに、通電量制御手段 2 0 は、センサ一 1 の発熱体 1 1への通電に当た

つて、電流を流さない時間帯 （第 2 の時間帯 t 2 ) がないように、電源 3 を

制御するようにしてもよい。この場合、調査水W 0 の温度は、測温体 1 2 と

は別な温度測定手段により測定 し、この温度測定手段からの測定温度の信号



を、検出制御ユニッ ト2 に伝達すればよい。

[0059] また、通電量制御手段 2 0 は、第 2 の時間帯 t 2 における電流値をゼ口と

はせず、ゼロに近い小さな値 となるように電源 3 を制御するように してもよ

い。

[0060] つ ぎに、冷却塔 2 0 0 内における、冷却水W 2 によるスケールの発生を、

別の付着物検出装置 C を用いて検出する場合について説明する。図 8 は、冷

却塔 2 0 0 周 りに設置された付着物検出装置 C を示 している。

[0061 ] ここで、冷却塔 2 0 0 は、図 8 で示されるように、上部のヘ ッダ 2 0 1 に

設けられた散水 ノズル 2 0 1 a か ら冷却水W を散水 し、 この散水された冷

却水W 2 を、充填材 2 0 2 内で外気 Q と気液接触させて冷却 し、 この冷却さ

れた冷却水W 2 を下部のタンク部 2 0 3 に一時貯留する。 また、タンク部 2

0 3 内の冷却水W 2 は、ポンプ 2 1 0 と配管 2 2 0 を用いて、熱交換器 2 3

0 に送 られ、 この熱交換器 2 3 0 内の流体を冷却 して暖め られた後、配管 2

2 0 により冷却塔 2 0 0 のヘ ッダ 2 0 に戻されるように循環する。

[0062] 付着物検出装置 C は、センサ一 1 と、検出制御ユニッ ト2 と、電源 3 と、

測定セル 4 と、ポンプ 5 と、入口配管 6 及び出口配管 7 とか ら構成されてい

る。

[0063] 測定セル 4 は、内部にセンサ一 1 が設置されているとともに、入口配管 6

と出口配管 7 とを用いて、冷却塔 2 0 0 のタンク部 2 0 3 と接続されている

。冷却塔 2 0 0 のタンク部 2 0 3 内の冷却水W 2 、すなわち、調査水W 0 は

、入口配管 6 とポンプ 5 を用いて測定セル 4 内に送 り込まれ、 この測定セル

4 内でセンサ一 1 の検出部 K と接触 した後、出口配管 7 を用いて冷却塔 2 0

0 に戻される。

[0064] ここで、測定セル 4 内における検出部 K 周 りの調査水W 0 の流速は、調査

水W 0 の伝熱境膜による温度上昇 ∆ T 3が常に一定となるように調整されてい

るものとする。 また、電源 3 か らセンサ一 1 に加熱電流 I と して方形波電流

が供給される場合に、調査水W 0 の温度は、第 1 の時間帯 t 1 終 了時か ら第

2 の時間帯 t 2 終 了時までの間一定であるものとする。



[0065] この調査水WOが、例えば、硫酸塩系のスケール成分を付着させるスケ一

ル物質を有していると考えられる場合には、センサ一 1のスケール被覆部 1

5 は、スケール成分が、例えば、硫酸カルシウムからなる被覆スケールGで

形成される。また、調査水WOが、例えば、炭酸塩系とリン酸塩系のスケ一

ル成分を付着させるスケール物質を有していると考えられる場合には、セン

サ一 1のスケール被覆部 1 5 は、スケール成分が、例えば、炭酸カルシウム

とリン酸カルシウムからなる被覆スケールGで形成される。

[0066] 検出制御ュニッ卜2 の付着物検出手段 2 は、 （3 ) 式を用いて付着スケ

—ルF による温度上昇∆ Τ 4を算出するが、この温度上昇∆ Τ 4が、例えば、 0

. 1 °C以上あれば、センサ一 1の検出部Kにスケールが付着していると判断

する。なお、スケール付着の判断基準となる温度上昇の値 （0 . 1 °c ) は、

温度の測定誤差等を充分に考慮して定められるべき値である。

[0067] この付着物検出装置Cでも、検出面K 1がスケール被覆部 1 5 の表面から

形成されるセンサ一 1 を用いているので、冷却塔 2 0 0 内にスケールが付着

する前に、スケールの発生を検出することができる。付着スケールFの検出

後、続けてスケールの付着検出を行う場合、付着物検出手段 2 1は、付着ス

ケ一ルFが生じていると判断した時点の温度T n，T Wnを、T 0，T W0とおい

て、センサ一 1の検出面K への新たなスケールの付着を検出すればよい。

符号の説明
[0068] センサ一

0 金属管

発熱体

測温体

3 充填材

0 通電量制御手段

付着物検出手段

B , C 付着物検出装置

G 被覆スケール



K 検 出部

Κ 検 出面

W 0 調査水



請求の範囲

[ 請求項 1 ] 外面が所定の表面粗度 を有する凹凸面 に形成 されていて、 この外面

が、付着物の調査水 と接触 して、 この調査水 による付着物 を付着 させ

る検 出面 となる金属管 と、

前記金属管 内に充填 される熱良導性の充填材 と、

前記金属管 内に前記充填材で囲まれるように揷入され、通電によつ

て この金属管 内に一定の熱量 を発生させることによ り、 この金属管 内

の温度 を、前記検 出面への前記付着物の付着 によって変化 させる発熱

体 と、

前記金属管 内に前記充填材で囲まれるように揷入され、 この金属管

内の温度 を計測するとともに、計測 した温度の違いに基づいて、前記

付着物の付着検 出を行わせる測温体 とを有することを特徴 とする付着

物検 出用のセ ンサ一。

[ 請求項 2 ] 金属管 と、

前記金属管 内に充填 される熱良導性の充填材 と、

前記金属管の外面 をスケールで覆 い、 このスケールの表面が、付着

物の調査水 と接触 して、 この調査水 による付着物 を付着 させる検 出面

となるスケール被覆部 と、

前記金属管 内に前記充填材で囲まれるように揷入され、通電によつ

て この金属管 内に一定の熱量 を発生させることによ り、 この金属管 内

の温度 を、前記検 出面への前記付着物の付着 によって変化 させる発熱

体 と、

前記金属管 内に前記充填材で囲まれるように揷入され、 この検 出管

内の温度 を計測するとともに、計測 した温度の違いに基づいて、前記

付着物の付着検 出を行わせる測温体 とを有することを特徴 とする付着

物検 出用のセ ンサ一。

[ 請求項 3 ] 前記スケールの成分は、炭酸 カルシウム、塩基性炭酸亜鉛、硫酸 力

ルシゥ厶、亜硫酸 カルシウム、硫酸バ リウム、硫酸 アル ミニウム、 リ



ン酸 カルシウム、 リン酸亜鉛、ケィ酸 カルシウム、ケィ酸マグネシゥ

厶、 シユウ酸 カルシウム、水酸化マグネシウム、又は水酸化亜鉛の う

ちの何れか、又は、 これ らの うちの少な くとも 2 つが混合 されたもの

であることを特徴 とする請求項 2 記載の付着物検 出用のセ ンサ一。

[ 請求項4] 発熱体 と測温体 とが挿入され、 これ らを囲むように熱良導性の充填

材が充填 されている金属管の外面 をスケールで覆 い、 このスケールの

表面 を、付着物の調査水 と接触 して、 この調査水 による付着物 を付着

させる検 出面 と しているセ ンサ一 と、

前記セ ンサ一の発熱体への通電量 を制御 して、 この発熱体 に一定の

熱量 を発生させることによ り、前記セ ンサ一の金属管 内の温度 を、前

記セ ンサーの検 出面への前記付着物の付着 によって変化 させる通電量

制御手段 と、

前記セ ンサーの測温体 によ り計測 された前記セ ンサーの金属管 内の

温度の違いに基づいて、前記付着物の付着検 出を行 う付着物検 出手段

とを備 えた ことを特徴 とする付着物検 出装置。

[ 請求項 5] 前記通電量制御手段 は、第 1 の時間帯では電流値 を所定の大 きさと

するが、 これに続 く第 2 の時間帯では電流値 をゼ ロ又はゼ ロに近い値

とすることを、連続的に繰 り返すように、前記セ ンサ一の発熱体への

通電量 を制御することを特徴 とする請求項 4 記載の付着物検 出装置。
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depo si t ion of the depo si t on the dete cti on sur face by gene rati ng a certain
amount of heat i n the metal tube by the pas sage of an el ectri c current
the rethrough ; and a temperature detecti ng el ement whi ch i s i nserted into
the metal tube so as t o be surrounded by the f i l l i ng material , measure s
the tempe rature i nside the metal tube , and caus es the depo si t ion of the
depo si t t o be dete cted on the bas i s of the di f ference i n the measured
tempe rature .

However , the above- said techni cal feature cannot be con si dered t o
be a special t echni cal feature , si nce the t echni cal feature doe s not
make a cont ributi on over the pri or art i n the l ight of the content s di scl osed
i n the document 1 (JP 2010- 101840 A (Kuri t a Wate r I ndus trie s Ltd . ) , 06
May 2010 (06 . 05 . 2010) , paragraph s [ 0017] t o [ 0042] ；fig . 1 , 3 ) or the
document 2 (JP 2011- 214878 A (Kuri t a Water I ndu st r i es Ltd . ) , 21 October
2011 (27 . 10 . 2011) , paragraph [ 0023 ]；fig . 2) .

Further , the r e i s no othe r same or corre spondi ng spe ci al techni cal
feature between the se i nventi ons -

Accordi ngly , the fol lowi ng two invent ions (i nventi on group s ) are
i nvolved i n claims .

(I nvent ion 1) the i nventi on of claim 1
A sensor f or dete ct ing a depo si t , wherei n the oute r sur face , whi ch

serve s as the detecti on sur face , of the metal tube i s f ormed i nto an
uneven surface havi ng a predete rmi ned surface roughne ss degree -

(I nvent ion 2) the i nventi ons of cl aims 2- 5
A sensor f or dete ct ing a depo si t , wherei n the oute r sur face , whi ch

serve s as the detecti on surface , of the metal tube i s covered wi t h scal e ,
or a depo si t dete ct ion devi ce provided with the sens or for detecti ng
the depo si t .
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国際調査報告 国際出願番号 P C T / J P 2 0 1 2 / 0 7 8 6 8 2

第 Π欄 請求の範囲の一部の調査ができない ときの意見 （第 1 ページの 2 の続き）

法第 8条第3項 （P C T 17条 （2) (a) ) の規定によ り、 こ の 国際調査報告 は次の理 由に よ り請求の範 囲の一部 について作
成 しなかった。

1 . 請求項 は、この国際調査機 関が調査 をす ることを要 しない対象 に係 るものである。
つま り、

2 . 請求項 は、有意義な国際調査 をす ることができる程度まで所定の要件 を満
ない国際出願 の部分に係 るものである。つま り、

3 . 請求項 は、従属請求の範囲であって P C T 規則 6. 4 (a) の第 2 文及び第3文の規定に
従って記載 されていない。

第 欄 発明の単一性が欠如 しているときの意見 （第 1 ページの 3 の続 き）

次に述べ るよ うにこの国際出願 に二以上の発明があるとこの国際調査機 関は認 めた。

特別ページを参照。

1 . 出願人が必要な追加調査手数料 をすベて期間内に納付 したの で 、 この 国際調査報告は、すべての調査可能な請求
項について作成 した。

2 . 追加調査手数料 を要求す るまでもなく、すべての調査可能な請求項について調査す ることができたので、追加調
查手数料の納付 を求めなかった。

3 . 出願人が必要な追加調査手数料 を一部のみ しか期間内に納付 しなかったので、この国際調査報告は、手数料の納
付のあった次の請求項のみについて作成 した。

4 . 出願人が必要な追加調査手数料 を期間内に納付 しなかったの で 、 この 国際調査報告は、請求の範囲の最初に記載
されてい る発明に係 る次の請求項について作成 した。

追加調査手数料の異議の申立てに関す る注意
□ 追加調査手数料及び、該当す る場合には、異議 申立手数料の納付 と共に、出願人か ら異議 申立てがあった。

追加調査手数料の納付 と共に出願人か ら異議 申立てがあつたが、異議 申立手数料が納付命令書に示 した期間
内に支払われなかった。

追加調査手数料の納付はあったが、異議 申立てはなかった。

様式 P C T I S A 2 1 0 (第 1 ページの続葉 （2 ) ) ( 2 0 0 9 年 7 月）
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請求項 1 に係 る発 明、請求項 2 に係 る発 明は、付着物 の調査水 と接触 して、こ の調査水 に よ
る付着物 を付着 させ る検 出面 と、金属管 と、前記金属管 内に充填 され る熱 良導性 の充填材 と、
前記金属管 内に前記充填材 で囲まれ るよ うに揷入 され 、通電 に よって この金属管 内に一定 の熱
量 を発 生 させ るこ とに よ り、こ の金属管 内の温度 を、前記検 出面へ の前記付着物 の付着 に よつ
て変化 させ る発熱体 と、前記金属管 内に前記充填材 で囲まれ るよ うに揷入 され 、こ の金属管 内
の温度 を計測す る とともに、計測 した温度 の違 い に基づいて、前記付着物 の付着検 出を行 わせ
る測温体 とを有す る付着物検 出用 のセ ンサ ー とい う共通 の技術 的特徴 を有 してい る。しか しな
が ら、 当該技術 的特徴 は、文献 1 (JP 2010-101840 A (栗 田工業株 式会社）2010· 05· 06， 0
0 1 7 0 0 4 2 】， 【図 1 】，【図 3 】）、又 は文献 2 (JP 2011-214878 A (栗 田工業株 式会
社） 2011. 10. 27， 0 0 2 3 】， 【図 2 】） の 開示 内容 に照 らして、先行 技術 に対す る貢献 を も
た らす も の で はないか ら、 当該技術 的特徴 は、特別 な技術 的特徴 で ある とはい えない。 また、
これ らの発 明の間には、ほかに同一 の又 は対応す る特別 な技術 的特徴 は存在 しなレ、。 そ して、
請求 の範 囲には以下 に示す 2 の発 明 （群） が含 まれ る。

(発 明 1 ) 請 求項 1 に係 る発 明

前記検 出面 とな る金属管 の外 面力、所定 の表 面粗度 を有す る凹凸面 に形成 され てい る付着物

検 出用 の セ ンサ ー 。

(発 明 2 ) 請 求項 2 — 5 に係 る発 明

前記検 出面 とな る金属管 の外 面が、ス ケ ー ル で覆 われ てい る付着物検 出用 のセ ンサ ー 、又 は
該付着物検 出用 の セ ンサ ー を備 えた付着物検 出装置。

式 P C T I S A 2 1 0 (特別ページ） （2 0 0 9 年 7 月）
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